
令和5年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　活用事業

Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー
分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）　給付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）　事務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス
分）

合計 4,627,434 4,627,434 509,243 3,010,000 82,384 980,000 45,807 0

1

岐阜市電力・ガス・
食料品等価格高騰
重点支援給付金
【物価高騰対策給

付金】

－ 3,092,384 3,092,384 0 3,010,000 82,384 0 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所
得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　43000世帯×
70千円
事務費　　82384千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）
業務委託料　使用料及び賃借料　人件費　その他　として支
出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（43000世帯）

－ ○ － R6.1
R6.4以
降

対象世帯に対
して令和6年1
月までに支給
を開始する

ホームペー
ジ、広報誌等

2

岐阜市物価高騰対
応重点支援給付金
（住民税均等割の
み課税世帯分）【物
価高騰対策給付

金】

－ 732,719 732,719 0 0 0 700,000 32,719 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所
得の方々の生活を維持する。
②住民税均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯
7,000世帯×100千円
事務費　　32,719千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）
業務委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（7,000世帯）

－ ○ － R6.3
R6.4以
降

対象世帯に対
して令和6年3
月までに支給
を開始する

ホームペー
ジ、広報誌等

3

岐阜市物価高騰対
応重点支援給付金
（子育て世帯加算）
【物価高騰対策給

付金】

－ 293,088 293,088 0 0 0 280,000 13,088 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所
得の方々の生活を維持する。
②低所得の子育て世帯加算分への給付金
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯及び均等割り
のみ課税世帯の世帯員である18歳以下の児童　5,600人×50
千円
事務費　　13,088千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）
業務委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯及び均等割りのみ課税世
帯の世帯員である18歳以下の児童のいる世帯　（3,400世帯）

－ ○ － R6.3
R6.4以
降

対象世帯に対
して令和6年3
月までに支給
を開始する

ホームペー
ジ、広報誌等

10
教育施設光熱費高

騰分対応支援

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果がある
と判断する地方

単独事業

本事業は、直接住民の
用に供する施設における
事業に該当するものであ
る。
エネルギー・食品等の物
価高騰の影響を受け生
活が厳しくなっている中、
従来通りの教育環境を
維持することで現在から
将来における子育て世
帯を支えていくことができ
る。

509,243 509,243 509,243 0 0 0 0 0

➀コロナ禍からの経済回復期において生じた電気料金高騰に
よる影響を受け、事業費が増大している教育施設光熱費に対
し、電気料金高騰分への支援に交付金を活用する
②学校施設等の電気・ガスの高騰分を補助
③R5当初予算(893,847千円)－R4当初予算(384,604千円)
④小中学校、幼稚園、高校、放課後児童クラブ、中央青少年
会館、科学館

－ － － R5.4
R6.4以
降

実施施設数
小中学校70
校、幼稚園２
園、高校1校、
放課後児童ク
ラブ46校、中
央青少年会館
1棟、科学館1
棟

市ホームペー
ジ

Ｎｏ
事業
終期

成果目標（可
能な限り定量
的指標を設

定）

実施状況の公
表等について
（HP,広報紙

など）

交付対象事業の名
称

推奨事業メ
ニュー

事業の概要
(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業
者等支援

⑨を選択した場合、よ
り効果があると考える

理由
総事業費

Ｂ

Ｂ２ Ｂ３
個人を対
象とした
給付金等

基金
事業
始期


